
１． 環境保全基金の残高等

②

③

④

⑤

⑥

２． 保有割合

⑧

⑨

⑩

保有割合の算定根拠 　

運用型：運用益見込額÷事業費（次年度見込額） 　

取崩型：基金残高÷事業費（次年度から終了年度までの見込額）

３． 国庫補助金相当額の国庫返還の可否（運用型はすべて、取崩型は２．保有割合が１以上の場合に限る。）

⑪

⑫

⑬

⑭

４． 事業一覧

合計 一般財源等 基金充当額

1 16,970,281 16,178,281 792,000 99% 1,908,473 1,908,473

16,970,281 16,178,281 792,000 1,908,473 1,908,473

５．基金事業の目標に対する達成度

（別紙）

金額（単位:円） 備　考

①

基金総額（前年度末基金残高） 2,652,390

内訳

うち、国費相当額 1,326,195

うち、地方負担相当額 1,326,195

基金運用益 48,083

うち、負担附寄附金等 0

その他収入

負担附寄附金等

返納額 0

基金執行額（処分額） 792,000 内訳は下表のとおり

⑦

基金残高 1,908,473 （＝①＋②＋③＋④－⑤－⑥）

内訳

うち、国費相当額 954,236

うち、地方負担相当額 954,237

うち、負担附寄附金等

次年度の基金類型 取崩型 金額（単位:円） 備考

基金残高 1,908,473

事業費（次年度から終了年度までの見込額） 1,908,473

保有割合 1.000 =（⑧／⑨）

使用見込額を上回る資金の国庫補助金相当
額の国庫返還の可否

否

返還可能額 0円

返還時期

返還が困難である理由 終了年度までに基金残高全額を事業費に充当予定であるため。

番号 事業名
事業費

備考 達成度
事業費

（次年度）

合　　　計

事業費
（終了まで）

県民ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ行動促進事業

達 成 度 99.0%

成果指標

令和９年度（2027年度）に向けて地球温暖化対策、地下水保全対策、環境教育等を推進し、「環境立県くま
もと」を実現する。

成果実績
上記４事業一覧の個別事業における成果実績を

もって基金事業全体の成果実績としている

目 標 値
上記４事業一覧の個別事業における成果実績を

もって基金事業全体の成果実績としている



事業番号 1

１．目的及び目標（値）

２．概要

３．根拠法令等

４．事業内容等

事 項 名

(1)県民運動推進事業
(2)地球温暖化対策九州各県連携事業
(3)県民運動推進費（人件費）
(4)県民会議開催事業

開始年度
平成24年度
（2012年度）

担当部署 環境生活部環境局環境立県推進課 終了年度
令和8年度

（2026年度）

令和7年度（2025年度） 事業報告書

事 業 名 県民ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ行動促進事業 新規・継続区分 継続

【目的】
　第六次熊本県環境基本計画における温室効果ガス削減目標の達成に向けて、県民・事業者への普及啓発、環境教育の充実
等に取り組み、家庭・事業所におけるゼロカーボンに向けた取組みを促進する。
　
・第六次熊本県環境基本計画：目標「2030年度までに県内の温室効果ガスを50％削減（2013年度比）」
　　　　　　　　　　　　　　　　　「2050年までに県内のCO2排出量を実質ゼロ（2013年度比）」

【目標】
　  基金事業終了年度までに地球温暖化に関する出前講座の累計受講者数12,000人を目標とする。

　「くまもとゼロカーボン行動ブック」等を活用した県民・事業者への普及啓発、環境教育の充実等に取り組み、家庭・事
業所における取組みを促進する。

国：環境基本法、地球温暖化対策推進法、気候変動適応法、バイオマス活用推進基本法、省エネルギー法、パリ協定
県：熊本県環境基本条例、熊本県地球温暖化の防止に関する条例、熊本県生活環境の保全等に関する条例、第六次熊本
　　県環境基本計画、熊本県総合エネルギー計画、バイオマス活用推進基本計画、くまもと新時代共創基本方針及び総
　　合戦略

(1)県民運動推進事業【基金対象】
　 ①　県民・事業者への普及啓発
　　・2050年ゼロカーボンに向け、県民に取り組んでいただきたい具体的な行動とそのＣＯ₂削減効果及び経済
　　的メリットを「見える化」した「くまもとゼロカーボン行動ブック」を活用し、年間を通じて普及啓発を図った。
　　　特に、県民が具体的なゼロカーボン行動について知り、取り組むきっかけとなるよう、ＳＮＳを活用したＷＥ
　　Ｂ広告の掲出及びテレビやラジオ番組を活用した普及啓発を実施した。
　 ②　環境教育の充実
　　・環境教育推進員を小中学校等へ派遣し、地球温暖化対策など環境問題に関する教育の充実を図ることで、ゼロカ
　　ーボンに関する小中学生等の関心を高め、行動実践を促した（10校・412人）。
(2)地球温暖化対策九州各県連携事業【基金対象外】
　 九州各県と連携した住民への地球温暖化防止の普及啓発活動を広域的に実施。
(3)県民運動推進事業（人件費）【基金対象外】
　 環境教育推進員の人件費
(4)県民会議開催事業【基金対象外】
　 ゼロカーボン社会・くまもと県民会議開催費用
【目標の進捗状況】地球温暖化に関する出前講座受講者数　累計12,516人（令和8年3月末現在）



事業番号 1

事 項 名

(1)県民運動推進事業
(2)地球温暖化対策九州各県連携事業
(3)県民運動推進費（人件費）
(4)県民会議開催事業

開始年度
平成24年度
（2012年度）

担当部署 環境生活部環境局環境立県推進課 終了年度
令和8年度

（2026年度）

令和7年度（2025年度） 事業報告書

事 業 名 県民ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ行動促進事業 新規・継続区分 継続

　　

５．事業工程表

（１）

（２）

（３）

（４）

６．事業費等

～平成２９年度 平成３０年度
平成３１年度

（令和元年度） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

3,987 4,311 12,001 13,028 15,535 15,601 18,479 16,970 9,340

21,909 25,896 30,207 42,208 55,236 70,771 86,372 104,851 121,821 131,161

７．進捗状況等

～平成２９年度 平成３０年度
平成３１年度

（令和元年度） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

5% 13% 8% 11% 9% 2% 3% 1% 1%

47% 52% 65% 73% 84% 93% 95% 98% 99% 100%

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

県民運動推進事業

地球温暖化対策九州各県連携事業

県民運動推進事業（人件費）

県民会議開催事業

合計 一般財源等 基金充当額 備　考

報酬 1,923,140 1,923,140 0

期末手当 433,185 433,185 0

勤勉手当 368,298 368,298 0

職員共済費 159,543 159,543 0

一般共済費 301,320 301,320 0

報償費 0 0 0

旅費 406,094 406,094 0

一般需用費 832,000 40,000 792,000 くまもとゼロカーボン行動ブック印刷代

一般役務費 45,441 45,441 0

委託料 9,969,000 9,969,000 0

使用料及び賃借料 32,260 32,260 0

年度（単位:千円）

事業費（単年度）

事業費（累計）

年度

進捗率（単年度）

進捗率（累計）

負担金、補助金及び交付金 2,500,000 2,500,000 0

合計 16,970,281 16,178,281 792,000 （単位：円）
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